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国土強靱化地域計画推進プロジェクトチーム設置要領

令和２年８月 26 日

企 画 調 整 室

１ 目的

  平成 25 年 12 月に制定・公布された「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災等に資する国土強靱化基本法」第 13 条に規定する国土強靱化地域計

画の策定に係る調査・検討を行うほか、ＰＤＣＡサイクルを回すため、策定した地

域計画に掲げた推進方針及び各施策について進捗状況の分析・評価等を行う。

２ 組織（別表参照）

（１）プロジェクトチームに座長、副座長及び委員を置く。

（２）座長は、総合政策局企画調整室長とする。

（３）副座長は、土木部次長（技術）とする。

（４）委員は、関係課長等の中から座長が指名し、必要に応じて、追加・変更するこ

とができる。

（５）地域計画に係る進捗状況の分析・評価等を行うために、学識経験を有する者を

専門委員として委嘱することができる。

（６）事務局は、総合政策局企画調整室（広域連携担当）及び土木部建設技術企画課

とする。

３ 会議

（１）プロジェクトチームの会議は、座長が招集する。

（２）座長は、必要があると認める場合には、会議にオブザーバーの出席を要請する

ことができる。

４ 担当業務

（１）強靱化に関する情報の収集、整理、分析及び共有

（２）強靱化のための情報提供及び対策に関する検討

（３）関係機関・団体等との連携方策の検討

（４）地域計画に係る進捗状況の分析・評価等

（５）その他強靱化に関する事項の検討

資料１



＜別 表＞

区 分 部局等 役 職 備 考

座 長 総合政策局 企画調整室長

副座長 土木部 次長（技術）

委 員

総合政策局

企画調整室課長（企画・広域連

携・ＳＤＧｓ担当）
事務局担当

防災・危機管理課長

防災・危機管理課課長（地域防

災担当）

消防課長

地域振興・中山間対策室地域振

興課長

観光・交通振興局 総合交通政策室長

経営管理部 人事課長

生活環境文化部 県民生活課長

厚生部 厚生企画課長

商工労働部 商工企画課長

農林水産部

農林水産企画課長

農村整備課長

森林政策課長

水産漁港課長

土木部

建設技術企画課長 事務局担当

道路課長

河川課長

砂防課長

港湾課長

都市計画課長

建築住宅課長

企業局 経営管理課長

教育委員会 教育企画課長

県警本部 警務課長

専門委員 （若干名）

※専門委員

氏  名 所属・役職 備   考

長尾 治明 富山国際大学名誉教授
富山県国土強靱化地域計

画有識者会議委員（座長）

手計 太一
富山県立大学工学部 環境・社会基盤工

学科 准教授

富山県国土強靱化地域計

画有識者会議委員
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「富山県国土強靱化地域計画」（１期）の施策の評価等について

１ 概要
この評価は、平成 28年３月に策定した「富山県国土強靱化地域計画」（１期）について、

ＰＤＣＡサイクル確立の観点から、令和２年３月末の進捗状況について、８つの施策分野
ごとに設定された重要業績指標（ＫＰＩ）により定量的に把握するとともに、主要施策の
進捗状況を評価・分析することにより、各施策の修正・立案・実行に資するため実施した。

２ 重要業績指標（６０指標）
「達成」と判断したのは ３４指標（57%）、「ほぼ達成」と判断したのは、２０指標（33%）、

「要努力」と判断したのは ６指標（10%）となった。

【重要業績指標（ＫＰＩ）の動向】

評価判断

施策分野【指標数】
達成 ほぼ達成 要努力

１ 行政機能分野【３】 １ (33%) ２ (67%) ０ (0%)

２ 住環境分野【５】 ３ (60%) １ (20%) １ (20%)

３ 保健医療・福祉分野【７】 ４ (57%) １ (14%) ２ (29%)

４ 産業分野【９】 ５ (56%) ３ (33%) １ (11%)

５ 国土保全・交通物流分野【22】 ９ (41%) １２ (55%) １ (4%)

６ ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ分野【４】 ３ (75%) １ (25%) ０ (0%)

７ 老朽化対策分野【５】 ５ (100%) ０ (40%) ０ (0%)

８ 太平洋側のﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰの

確保分野【５】
４ (80%) ０(0%) １ (20%)

合 計【６０指標】 ３４ (57%) ２０ (33%) ６ (10%)

≪参考≫H31.3 月末 ２９ (48%)

（既に達成）

１７ (28%)

（達成可能）

１４ (23%)

（要努力）

【総評】
全６０指標中、「達成」は昨年度より５指標増え、３４指標となったほか「ほぼ達成」

は３指標増え２０指標となっている。このため、「達成」と「ほぼ達成」と合わせた指
標は５４指標（90％）となり、昨年度の４６指標（76％）より増加している。また、「要
努力」は昨年度より８指標減少している。
「要努力」と判断した「住環境」、「保健医療・福祉」、「産業」、「国土保全・交通物流」、

及び「太平洋側のリダンダンシーの確保分野」の分野において、関係施策の一層の推進
が必要である。

○「要努力」となった重要業績指標（ＫＰＩ）

施策分野 重要業績指標（ＫＰＩ） 今後の方向性

住環境 住宅の耐震化率

耐震改修は24件と前年度実績の21件に比べ増加
しているが、引き続き、耐震化の必要性や支援制
度の周知をはじめ、市町村や建築関係団体と連携
して県民の意識啓発に努め、耐震化を促進する。

保健医療
・福祉

在宅障害(児)者を受け入れる
避難スペースを有する事業所
数

避難スペースを有する事業所数は横ばいであり、
引き続き、施設整備を行う社会福祉法人等に対
し、避難スペースの整備について、その重要性等
について周知を図る。

資料２－１

※：今回は１期計画の最終年度の評価のため、評価判断について以下のとおり表記の見直しを行った。

（令和２年３月 27 日開催の第２回富山県国土強靱化地域計画検討委員会と同じ表記）。

①既に達成 → 達成、②達成可能 → ほぼ達成、③要努力 → 要努力
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医療機関の災害対応マニュア
ルの策定率（災害拠点病院以
外）

災害対策マニュアルの整備は進んできているも
のの、目標達成に向け、引き続き、病院に対し策
定の働きかけを強化するとともに、災害訓練や研
修会等を継続して実施する。

産業 森林経営計画認定面積（累計）

前年度に比べ約 3,000ha 認定面積を増加させた
が、引き続き、林業事業体に対し、計画期間が満
了した森林の再認定や新たな森林の認定につい
て働き掛けを行う。

国 土 保
全・交通物
流

耐震強化岸壁の整備数（港湾）
耐震強化岸壁（伏木富山港（富山地区））の早期
整備を国へ要望する。

太 平 洋 側
の リ ダ ン
ダンシー

東京23区から県内への本社機
能等の移転件数（累計）

今後も継続して立地セミナーを開催し、本県の魅
力的な立地環境をＰＲすることで、優れた技術を
持った成長性の高い企業を重点とした積極的な
企業誘致活動を行う。

３ 各施策分野の主要施策の進捗状況及び今後の見直しの方向性

「概ね順調」と判断したのは１５１施策（75%）、「概ね順調であるが、より一層の施
策の推進が必要」と判断したのは５１施策（25%）であり、「さらなる重点的な施策の推
進が必要」と判断した施策はなかった。

【施策の進捗状況】

評価判断

施策分野【施策数】

進 捗 状 況

概ね順調
概ね順調であるが、
より一層の施策の
推進が必要

さらなる重点的な
施策の推進が必要

１ 行政機能分野【27】 ２４(89%) ３(11%) ０

２ 住環境分野【20】 １２(60%) ８(40%) ０

３ 保健医療・福祉分野【25】 ２０(80%) ５(20%) ０

４ 産業分野【31】 ２４(77%) ７(23%) ０

５ 国土保全・交通物流分野【54】 ３７(69%) １７(31%) ０

６ ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ分野【18】 １６(89%) ２(11%) ０

７ 老朽化対策分野【18】 １４(78%) ４(22%) ０

８ 太平洋側のﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰの確保

分野【７】
２(29%) ５(71%) ０

９ その他【２】 ２(100％） ０ ０

合 計【２０２施策】 １５１ (75%) ５１(25%) ０

≪参考≫H31.3 月末【２０１施策】 １５０ (75%) ５１(25%) ０

【総評】

   全２０２施策（再掲１１含）のうち「概ね順調」が１５１施策（75％）で、昨年度と
同様の割合となっており、概ね順調に進捗している。「住環境」、「国土保全・交通物流」
及び「太平洋側のリダンダンシーの確保」分野において、「一層の施策の推進が必要」
と判断される施策が相対的に多い。

      今後の施策の見直しの方向性としては、基本的には現在の取組を維持しつつ、例えば、
私立学校の耐震化については、各私立学校に対する各種支援制度の PR による耐震化の
促進、治山関係施設の老朽化対策については、必要な予算の確保、代替性確保のための
東海北陸自動車道の整備については、国への要望の強化等により、一層の施策の推進を
図る。

※再掲１１を含む

※１期計画策定時は２００施策だったが、計画期間中に以下の２施策を追加したため、令和元年度末の施策数
は２０２施策となっている。
①冬期間の地下水位低下対策の推進〔平成 30 年度追加〕
②自然公園等施設利用者の安全対策（利用施設脆弱化対応）〔令和元年度追加〕
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○「一層の施策の推進が必要」となった主な項目

施策分野 項   目 今後の方向性

住環境

私立学校の耐震化

私立学校の耐震化率は、昨年度より 1.8 ポイント増

の 90.4％となったものの、全国平均（91.4％）を下
回っていることから、引き続き、各私立学校に各種
支援制度をＰＲし、耐震化を促進する。

上水道施設の整備、事業継続
計画（ＢＣＰ）の策定

水道施設の耐震化率は微増傾向であるが、将来、多
くの水道施設が更新時期を迎えることになるため、
施設の着実な耐震化を推進する。

下水道施設の地震・津波対策

耐震化対策は着実に進めているが、対策を必要とす
る施設は多くあり、引き続き必要な予算の確保に努
めるとともに、施設の重要度などに応じた優先順位
を勘案し、計画的に対策の進捗を図る。

国土保全・
交通物流

治山関係施設の老朽化対策

森林の公益的機能の発揮や山地災害防止のため、治

山関係施設の機能及び性能の維持・確保を計画的に

進める必要があり、予算の確保に努める。

都市の防災性の向上に寄与す

る都市基盤整備の推進

安全で円滑な交通を確保し、防災性に優れた市街地

を形成し、鉄道の高架化や鉄道線新駅へのアクセス

道路等の整備を進めるため、関係機関と連携を図り

ながら推進する。

信号機電源付加装置等の更新

停電の際の信号機等に電力供給するため、耐用年数
を超過した古い信号機から順に、可搬式発動発電機

接続対応信号機へ更新しているが、県内の信号機用
電源付加装置 59 基のうち 34 基（58％）が更新基準
年数 19 年を経過しているため、中長期的な視点で計
画的に推進する。

鉄道の老朽化対策・存続支援

県内地方鉄道においては、橋梁や車両など重要イン

フラの老朽化が進んでいるため、引き続き、予防的

な老朽化対策を早急に進める。

太平洋側の
ﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰ
の確保

代替性確保のための東海北陸

自動車道の整備

約 20ｋｍ区間の 4 車線化事業が事業化(R2.3)される
など、整備が進められているが、引き続き、早期の

付加車線設置及び全線４車線化に向けた国等へ要望
を強化し、整備促進を図る。

北陸新幹線の整備促進
金沢・敦賀間の早期開業、大阪までの早期全線整備
を促進するため、関西経済界等とも連携し、国等に
強く働きかける。



重要業績指標（ＫＰＩ）の進捗状況

重要業績指標（ＫＰＩ）

策定時 実績
目標
（Ｒ１）

評価

県有施設全体の耐震化対象施設の耐震化率 97.9%（H26） 99.6%(R1) 100%(R1) ほぼ達成

総合防災訓練 実施（1回／年） 実施（1回／年） 実施（1回／年） 達成

消防団員数 9,537人（H26） 9,332人（R1） 9,600人（R1） ほぼ達成

住宅の耐震化率 68%（H20） 72%(H25) 82％（R1） 要努力

下水道処理人口普及率 83.3%（H26） 85.3%(H30) 86%（R1） ほぼ達成

市町村等との災害廃棄物対策訓練の実施 未実施 実施（１回／年）(R1) 実施（1回／年） 達成

市街地再開発事業等が完了した地区の区域面積 15.60ha（H26） 19.21ha（R1） 19.20ha（R1） 達成

地域ぐるみ除排雪を推進している地区数 294地区(H26) 321地区(R1) 320地区(R1) 達成

在宅障害（児）者を受け入れる避難スペースを有する事業所数 3箇所（H26） 4箇所(R1) 8箇所（R1） 要努力

災害拠点病院、救命救急センターの耐震化率 87.5％（H26） 100％（H28） 100％（R1） 達成

広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の操作訓練の参加人数 64人（H24） 495人（R1） 500人（R1） ほぼ達成

医療機関の災害対応マニュアルの策定率（災害拠点病院以外） 62%（H25） 74%（R1） 100％（R1） 要努力

災害発生直後の３日間程度の医療救護活動に必要な災害用医薬品の備蓄
20,000人分

確保済み 確保済みを維持 確保済みを維持 達成

厚生労働省が示す抗インフルエンザウイルス薬の備蓄目標量の備蓄（H27
末：ﾀﾐﾌﾙ203,900人、ﾘﾚﾝｻﾞ45,500人分）

確保済み 確保済みを維持 確保済みを維持 達成

災害医療関係者による定期会議の開催 未開催（H24） 開催（R1） 開催（R1） 達成

ほ場整備面積 45,025ha（H25） 45,362ha（R1） 45,377ha（R1） ほぼ達成

水田汎用化面積 32,529ha（H25） 35,123ha（R1） 34,666ha（R1） 達成

機能保全計画に基づいた水路整備延長 28km（H25） 72km（R1） 64km（R1） 達成

多面的機能支払（農地維持支払）に取組む集落数 1,304集落（H26） 1,402集落(R1) 1,464集落（R1） ほぼ達成

県産材素材生産量 72千㎥（H26） 128千㎥（R1) 110千㎥（R1） 達成

森林経営計画認定面積（累計） 27,219ha（H25） 36,763ha（R1） 40,200ha（R1） 要努力

石油コンビナート等事業者との総合防災訓練の実施 実施（1回／年） 実施（1回／年） 実施（1回／年） 達成

小水力発電の運転箇所 26箇所（H26） 49箇所（R1） 50箇所（R1） ほぼ達成

TOYAMA　Free Wi-Fiのアクセスポイント（AP）が設置されている市町村数 10市町村（H26） 全市町村（H30） 全市町村（R1） 達成

河川整備率 55.9%（H26） 56.7%(R1) 56.7％（R1） 達成

海岸整備率 83.4%（H26） 86.2%(R1) 86.1％（R1） 達成

海岸防災林整備延長 5,765ｍ（H25） 6,612m（R1) 6,607m（R1） 達成

防災重点ため池整備箇所 18箇所（H30） 23箇所（R1） 21箇所（R1） 達成

農地地すべり危険箇所の整備数 83区域（H25） 89区域（R1） 90区域（R1） ほぼ達成

森林整備延べ面積（累計） 30,518ha（H25） 37,930ha（R1） 38,207ha（R1） ほぼ達成

保安林指定面積（累計） 92,258ha（H25） 92,545ha（R1） 92,700ha（R1） ほぼ達成

森林境界明確化面積 4,269ha（H26） 6,485ha（R1） 6,550ha（R1） ほぼ達成

山地災害危険地区着手箇所数 1,392箇所(H25) 1,439箇所（R1) 1,443箇所(R1) ほぼ達成

地籍調査事業の進捗率 28.4%（H26） 28.9%(R1) 29.6％（R1） ほぼ達成

土砂災害危険箇所の整備率 33.4%（H26） 34.8%（R1） 35％（R1） ほぼ達成

24時間滞在型の要配慮者利用施設、防災拠点等に影響を与える箇所の土
砂災害対策の整備率

31%（H27） 35%（R1） 36％（R1） ほぼ達成

重要交通網に影響を与えるおそれのある箇所の土砂災害対策の整備率 34%（H27） 38%（R1） 39％（R1） ほぼ達成

整備済みの道路延長 1,638㎞（H26） 1,970㎞（H30） 1,667㎞（R1） 達成

耐震対策を実施した橋梁数（緊急通行確保路線以外） 92橋（H26) 112橋（R1） 112橋（R1） 達成

基幹的な農道橋梁の耐震化 44橋（H25） 51橋（R1） 51橋（R1） 達成

道路法面の「要対策」箇所（落石・岩盤・擁壁）の対策率 28.8%（H26） 37.0％(R1) 36.5％（R1） 達成

無電柱化率 57％（H25） 58％（H30） 59％（R1） ほぼ達成

冬期走行しやすさ割合（県道以上の除雪延長のうち、堆雪帯を備えた道路
や消融雪施設が設置された道路など積雪に対応した道路延長）

53.2%（H25） 57.6%（H30） 57.7%（R1） ほぼ達成

緊急輸送道路を補完する林道の整備延長（県営で整備してきた森林基幹
道）

494km（H26） 502km（R1） 516km（R1） ほぼ達成

耐震強化岸壁の整備数（港湾） 2バース（H26） 3バース（R1） 4バース（R1） 要努力

耐震強化岸壁の整備数（漁港）
2バース（H26)

（確保済み）
2バース（H28)

（確保済みを維持）
2バース（R1)

（確保済みを維持）
達成

自主防災組織の組織率（全世帯数に占める自主防災組織に加入している世
帯数の割合）

75.8%（H27） 85.7%（R1） 81%(R1) 達成

シェイクアウト訓練 実施（1回／年） 実施（1回／年） 実施（1回／年） 達成

富山県防災シニアエキスパートの登録者数 162人（H27） 194人（R1） 200人（R1） ほぼ達成

災害救援ボランティアコーディネーター・リーダー登録者数 120人（H26） 239人(R1) 増加させる 達成

H25道路法改正による道路施設の点検完了率（一巡目） 0%（H26） 100.0%(H30) 100%（R1） 達成

長寿命化計画に基づく水門等河川管理施設の長寿命化対策・機器の更新
の実施施設数

0施設（H26） 21施設（R1） 21施設（R1） 達成

H25緊急点検結果を踏まえた砂防施設等の緊急改築事業の整備率 3％（H27） 97％（R1) 97％（R1） 達成

公共土木施設における長寿命化計画の策定数 6施設（H27） 12施設（R1） 12施設（R1） 達成

農林水産関係インフラ施設における長寿命化計画の策定数 2施設(H27) 6施設(R1) 6施設(R1) 達成

東海北陸自動車道
県内区間全線暫定2車

線

県内区間付加車線(約
10km)設置整備中新たに

2.8km区間の付加車線設
置整備中 (R１)

県内区間付加車線(約
10km)設置整備促進
(H32完成目標)

達成

高速道路のインターチェンジ数 23箇所（H26） 24箇所（H30） 24箇所（R1） 達成

北陸新幹線
長野金沢間開業（H26
末）

敦賀・大阪間の環境アセ
スメント開始（R1）

大阪までのフル規格に
よる整備促進

達成

「富山県並行在来線経営計画概要」における並行在来線の経営収支見込
△3億円/年

（H27）
0.003億円/年（R1）

△0.4億円/年
（R1）

達成

東京23区から県内への本社機能等の移転件数（累計） 制度創設（H27） 4件(R1) ７件（R1） 要努力

施策分野 重要業績指標（KPI）の数値、評価

1 行政機能分野

2 住環境分野

3
保健医療・福祉
分野

4 産業分野

5
国土保全・交通物
流分野

6
リスクコミュニ
ケーション分野

7 老朽化対策分野

8
太平洋側のリダン
ダンシーの確保
分野
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　　　富山県国土強靱化地域計画ＰＤＣＡサイクル　年間スケジュール

月 備考

予

算

編

成

・Ｒ２国土強靱化地域計画進捗状況調査表の作成（各部

局）

・「富山県国土強靱化地域計画」の施策(Ｒ２実施分）の評

価

に関する資料の作成(企調・建技)

・アクションプラン2021（案）の作成（企調・建技）

・R1国土強靱化地域計画進捗状況調査表の作成 （各部局）

・「富山県国土強靱化地域計画」の施策(R1実施分）の評価

に関する資料の作成(企調・建技)

・アクションプラン2020（案）の作成（企調・建技）

７月上旬～８月下旬

【国土強靱化地域計画推進ＰＴ】

・「富山県国土強靱化地域計画」の施策の評価等

・富山県国土強靱化地域計画アクションプラン2020(案）の策

定

【アクションプラン2020 公表】 （～９月中旬）

アクションプラン2020に基づく各施策分野の主要施策の

進捗状況を踏まえて、予算要求

アクションプラン2020に基づく各施策分野の主要施策の

進捗状況の把握（各部局）

次年度予算成立

ＰＤＣＡ
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